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○特定調達契約に係る一般競争入札の公告 

さいたま市公告（調達）第４０号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。

令和３年４月１５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市農地・農家台帳システムハード・ソフト賃貸借

⑵ 借入場所

さいたま市データセンター 

⑶ 数量・特質等

入札説明書のとおり

⑷ 借入期間

令和３年１２月１日から令和８年１１月３０日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。
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⑴ 令和３年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査を

受け、種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」の資格を有すると認められ

た者であること。なお、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）（以下

「名簿」という。）に同営業種目で登載されている者については、この審査を受けたものとみなす。

名簿に登載のない者（当該営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政局契約管

理部契約課に所定の様式により、令和３年４月３０日（金）までに資格審査の申請を行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部 

担当 情報システム担当 電話 ０４８（８２９）１１０４ 

⑵ 交付期間

公告の日から令和３年５月１３日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前８時３０

分から午後５時１５分まで）

⑶ 交付費用

無償

 ⑷ 入札説明書等の返却 

交付した入札説明書等は、入札書提出時に返却すること。また、入札を辞退する場合は、入札

辞退届の提出と併せて返却すること。なお、入札参加申込み以前に入札しないことが決まった場

合は、令和３年５月１３日（木）までに速やかに返却すること。 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。
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⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参又は郵送

⑸ 郵送による場合の提出書類の送付先

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改

革推進部情報システム担当

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付方法

全て郵送とする。

⑵ 交付日時

令和３年５月１９日（水）までに交付するものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先

ア 受領期限

令和３年５月２７日（木）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。

イ 送付先

４⑸に同じ

⑶ 入札の日時及び場所

ア 日時

令和３年５月３１日（月）午前１０時３０分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟２階第３会議室

⑷ 入札保証金

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。
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⑸ 開札の日時及び場所

ア 日時

令和３年５月３１日（月）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑶イに同じ

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部

電話 ０４８（８２９）１１０４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html 

イ 申請場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

ウ 受付時間 

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部及びホームページにおいて閲覧で

きる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

９ Summary 
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⑴ Lease contract for tender:  

  Server Hardware and Software for Saitama City’s Farmers and Agricultural Land System 

⑵ Date and time of tender: 

May 31, 2021, 10:30 a.m.

⑶ Contact point for the notice: 

Department of Digital Reform Promotion, City Strategy Headquarters, Saitama City 

6-4-4 Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan 

Tel: 048-829-1104

さいたま市公告（調達）第４１号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。 

令和３年４月１５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市統合運用管理業務 

⑵  履行場所 

さいたま市内 さいたま市データセンター外 

⑶ 業務概要 

入札説明書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和３年１０月１日から令和５年９月３０日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 令和３年度さいたま市の特定調達契約に係る業務委託の競争入札の参加資格に関する審査を受

け、業務「電算」の資格を有すると認められた者であること。なお、令和３・４年度さいたま市

競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下「名簿」という。）に同業務で登載されている者につ

いては、この審査を受けたものとみなす。名簿に登載のない者（当該業務について登載がない者

を含む。）は、さいたま市財政局契約管理部契約課に所定の様式により、令和３年５月１３日（木）

までに資格審査の申請を行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
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ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）付与

認定を受けている者であること。 

⑸ 国際標準化機構（ＩＳＯ）に参加している認定機関により認定された審査登録機関によるＩＳ

Ｏ９００１の審査登録（登録範囲が３３（情報技術）、３４（エンジニアリング、研究開発）又は

その他コンピュータサービスに関するもの）又は国際標準化機構（ＩＳＯ）に参加している認定

機関により認定された審査登録機関によるＩＳＯ／ＩＥＣ２００００―１：２０１８（ＩＴサー

ビスマネジメントシステム）の審査登録の認定を有する者であること。 

⑹ 平成２８年４月１日以降に官公庁又は中核市以上の地方公共団体で統合運用管理業務の受託経

験及び実務経験を有する者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

 ⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部 

担当 情報システム担当 電話 ０４８（８２９）１１０４ 

 ⑵ 交付期間 

公告の日から令和３年５月１３日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時から

午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

 ⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認審査結果通知書の交付 

  確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

 ⑴ 交付方法 

   全て郵送とする。 

 ⑵ 交付日時 
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   令和３年５月２７日（木）までに交付するものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。 

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和３年６月１５日（火）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル

改革推進部情報システム担当 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年６月１７日（木）午前１０時３０分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟第３会議室 

⑷ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年６月１７日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。ただし、著しく低価格の場合

は、同条第３項の規定により調査を行う場合がある。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部都市経営戦略部 

電話 ０４８（８２９）１０６４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９７ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部 
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電話 ０４８（８２９）１１０４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所 

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付 

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

ウ 受付時間 

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

９ Summary 

⑴ Contract for tender: 

Integrated Operations Management System for Saitama City 

⑵ Date and time of tender: 

June 17, 2021, 10:30 a.m. 

⑶ Contact point for the notice: 

Department of Digital Reform Promotion, City Strategy Headquarters, Saitama City  

6-4-4 Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan  

Tel: 048-829-1104 

さいたま市公告（調達）第４２号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。 

令和３年４月１５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
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１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市庶務事務システム構築業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 

入札説明書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和３年８月１日から令和５年１０月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 令和３年度さいたま市の特定調達契約に係る業務委託の競争入札の参加資格に関する審査を受

け、業務「電算」の資格を有すると認められた者であること。なお、令和３・４年度さいたま市

競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下「名簿」という。）に同業務で登載されている者につ

いては、この審査を受けたものとみなす。名簿に登載のない者（当該業務について登載がない者

を含む。）は、さいたま市財政局契約管理部契約課に所定の様式により、令和３年４月３０日（金）

までに資格審査の申請を行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。  

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 国、都道府県、政令市又は中核市において、庶務事務システムの構築及び運用業務を行った実

績があることを証明した者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市総務局人事部人事課 

担当 人事係 電話 ０４８（８２９）１０９０ 

⑵ 交付期間 

公告の日から令和３年５月２１日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時から

午後５時まで） 

⑶ 交付費用 
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無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

全て郵送とする。 

⑵ 交付日 

令和３年５月２７日（木）までに交付するものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総合評価落札方式で行う。提出資料作成要領を参照のうえ技術提案書等の書類を提出すること。

なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものと

する。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者である

か免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に

記載すること。 

⑵ 提案書類の提出方法 

入札説明書のとおり。 

⑶ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和３年７月１４日（水）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市総務局人事部人事課 

⑷ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年７月１６日（金）午前１０時３０分 

イ 場所 
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さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下１階第２会議室 

⑸ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑹ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年７月１６日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑷イに同じ 

⑺ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内の価格をもって有効な入札を行った者のうち、落札者決定基準に基づいて評価委員が審査し

た技術点と入札価格を評価する価格点により算出した次に掲げる方法により、総合評価点数の最

も高い者を落札者とする。 

ア 総合評価点数の算式 

総合評価点数＝価格点＋技術点 

イ 価格点と技術点の配点 

(ア) 価格点 ６００点 

(イ) 技術点 １，８００点 

ウ 価格点の算式 

価格点＝｛１－（入札価格×１．１）÷予定価格｝×６００ 

なお、入札価格は各入札者の入札金額とする。 

エ 技術点の評価項目 

(ア) 技術提案書評価 １，０００点 

(イ) 機能要件回答評価   ４００点 

(ウ) 別途調達分見積金額評価 ４００点 

(ア)、(イ)及び(ウ)の詳細は、入札説明書の別添、落札者決定基準による。 

⑻ 入札の無効 

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑼ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市総務局人事部人事課 

電話 ０４８（８２９）１０９０ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９８ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 
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⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所 

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付 

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

ウ 受付時間 

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市総務局人事部人事課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

９ Summary 

⑴ Contract for tender: 

Construction of Saitama City’s general affairs system 

⑵ Date and time of tender: 

July 16, 2021, 10:30 a.m. 

⑶ Contact point for the notice: 

Personnel Division, Department of Personnel Affairs, General Affairs Bureau, 

Saitama City 

6-4-4 Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan 

Tel: 048-829-1090 

さいたま市公告（調達）第４３号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。 

令和３年４月１５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名及び数量 

小型水槽付消防ポンプ自動車 ３台 

⑵ 納入場所 

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局 

 ⑶ 特質等  

入札説明書のとおり 
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⑷ 納入期限 

令和４年３月１０日 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 令和３年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査を

受け、種目「輸送機器」内の営業種目「特殊車」の資格を有すると認められた者であること。な

お、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）（以下「名簿」という。）

に同営業種目で登載されている者については、この審査を受けたものとみなす。名簿に登載のな

い者（当該営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政局契約管理部契約課に所

定の様式により、令和３年４月３０日（金）までに資格審査の申請を行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

公告の日から令和３年５月１２日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時から

午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
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⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和３年５月２４日（月）及び令和３年５月２５日（火）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。 

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和３年５月３１日（月）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達

課 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年６月２日（水）午後２時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室 

⑷ 入札保証金 
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見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年６月２日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局警防部警防課 

   電話 ０４８（８３３）７３９４ ＦＡＸ ０４８（８３３）７２０１ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

  要 

８ その他 

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

ウ 受付時間

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 
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⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

９ Summary 

⑴ Contract for tender:

Pumper Fire Truck with Small Water Tank，3 Units

⑵ Date and time of tender:  

June 2，2021，2:00 p.m.

⑶ Contact point for the notice: 

Procurement Division, Contract Management Department, Finance Bureau, Saitama City 

6-4-4, Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan 

Tel: 048-829-1181 

さいたま市公告（調達）第４４号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。 

令和３年４月１５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名及び数量 

消防ポンプ自動車 ２台 

⑵ 納入場所 

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局 

 ⑶ 特質等  

入札説明書のとおり 

⑷ 納入期限 

令和４年３月１５日 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 令和３年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査を

受け、種目「輸送機器」内の営業種目「特殊車」の資格を有すると認められた者であること。な

お、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）（以下「名簿」という。）

に同営業種目で登載されている者については、この審査を受けたものとみなす。名簿に登載のな

い者（当該営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政局契約管理部契約課に所

定の様式により、令和３年４月３０日（金）までに資格審査の申請を行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた
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ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

公告の日から令和３年５月１２日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時から

午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和３年５月２４日（月）及び令和３年５月２５日（火）午前９時から午後４時まで。なお、
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交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。 

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和３年５月３１日（月）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達

課 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年６月２日（水）午後２時１５分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室 

⑷ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年６月２日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 
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電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局警防部警防課 

   電話 ０４８（８３３）７３９４ ＦＡＸ ０４８（８３３）７２０１ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

  要 

８ その他 

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

ウ 受付時間

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

９ Summary 

⑴ Contract for tender:

Pumper Fire Truck，2 Units 

⑵ Date and time of tender:  

June 2，2021，2:15 p.m.

⑶ Contact point for the notice: 

Procurement Division, Contract Management Department, Finance Bureau, Saitama City 

6-4-4, Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan 

Tel: 048-829-1181 

さいたま市公告（調達）第４５号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。 
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令和３年４月１５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名及び数量 

救急自動車 ６台 

⑵ 納入場所 

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局 

 ⑶ 特質等  

入札説明書のとおり 

⑷ 納入期限 

令和４年３月１５日 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 令和３年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査を

受け、種目「輸送機器」内の営業種目「特殊車」の資格を有すると認められた者であること。な

お、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）（以下「名簿」という。）

に同営業種目で登載されている者については、この審査を受けたものとみなす。名簿に登載のな

い者（当該営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政局契約管理部契約課に所

定の様式により、令和３年４月３０日（金）までに資格審査の申請を行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 
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公告の日から令和３年５月１２日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時から

午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和３年５月２４日（月）及び令和３年５月２５日（火）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。 

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和３年５月３１日（月）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 
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イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達

課 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年６月２日（水）午後２時３０分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室 

⑷ 入札保証金 

競争入札に付する購入物品ごとに見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年６月２日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局警防部警防課 

   電話 ０４８（８３３）７３９４ ＦＡＸ ０４８（８３３）７２０１ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

  要 

８ その他 

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 



24 

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

ウ 受付時間

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

９ Summary 

⑴ Contract for tender:

Ambulance, 6 Units 

⑵ Date and time of tender:  

June 2，2021，2:30 p.m.

⑶ Contact point for the notice: 

Procurement Division, Contract Management Department, Finance Bureau, Saitama City 

6-4-4, Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan 

Tel: 048-829-1181 

さいたま市公告（調達）第４６号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。 

令和３年４月１５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名及び数量 

水難救助車 １台 

⑵ 納入場所 

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局 

 ⑶ 特質等  

入札説明書のとおり 

⑷ 納入期限 

令和４年３月９日 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 令和３年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査を
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受け、種目「輸送機器」内の営業種目「特殊車」の資格を有すると認められた者であること。な

お、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）（以下「名簿」という。）

に同営業種目で登載されている者については、この審査を受けたものとみなす。名簿に登載のな

い者（当該営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政局契約管理部契約課に所

定の様式により、令和３年４月３０日（金）までに資格審査の申請を行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

公告の日から令和３年５月１２日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時から

午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 
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⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和３年５月２４日（月）及び令和３年５月２５日（火）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。 

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和３年５月３１日（月）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達

課 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年６月２日（水）午後２時４５分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室 

⑷ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年６月２日（水）入札終了後、直ちに行う。 
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イ 場所 

６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局警防部警防課 

   電話 ０４８（８３３）７３９４ ＦＡＸ ０４８（８３３）７２０１ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

  要 

８ その他 

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

ウ 受付時間

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

９ Summary 

⑴ Contract for tender:
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Water Rescue Vehicle，1 Unit 

⑵ Date and time of tender:  

June 2，2021，2:45 p.m.

⑶ Contact point for the notice: 

Procurement Division, Contract Management Department, Finance Bureau, Saitama City 

6-4-4, Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan 

Tel: 048-829-1181 

さいたま市公告（調達）第４７号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。 

令和３年４月１５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名及び数量 

消防団消防ポンプ自動車 ２台 

⑵ 納入場所 

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局 

 ⑶ 特質等  

入札説明書のとおり 

⑷ 納入期限 

令和４年２月１８日 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 令和３年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査を

受け、種目「輸送機器」内の営業種目「特殊車」の資格を有すると認められた者であること。な

お、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）（以下「名簿」という。）

に同営業種目で登載されている者については、この審査を受けたものとみなす。名簿に登載のな

い者（当該営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政局契約管理部契約課に所

定の様式により、令和３年４月３０日（金）までに資格審査の申請を行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 
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⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

公告の日から令和３年５月１２日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時から

午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和３年５月２４日（月）及び令和３年５月２５日（火）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
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６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。 

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和３年５月３１日（月）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達

課 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年６月２日（水）午後３時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室 

⑷ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年６月２日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局警防部警防課 

   電話 ０４８（８３３）７３９４ ＦＡＸ ０４８（８３３）７２０１ 

７ 契約手続等 
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⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

  否 

８ その他 

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

ウ 受付時間

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

９ Summary 

⑴ Contract for tender:

Pumper Fire Truck，2 Units 

⑵ Date and time of tender:  

June 2，2021，3:00 p.m.

⑶ Contact point for the notice: 

Procurement Division, Contract Management Department, Finance Bureau, Saitama City 

6-4-4, Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan 

Tel: 048-829-1181 

さいたま市公告（調達）第４８号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。

令和３年４月１５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市教職員人事給与システム機器等賃貸借
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⑵ 借入場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 数量・特質等 

入札説明書による。 

⑷ 借入期間

令和４年２月１日から令和９年１月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 令和３年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査を 

受け、種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」の資格を有すると認められ

た者であること。なお、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）（以下

「名簿」という。）に同営業種目で登載されている者については、この審査を受けたものとみなす。

名簿に登載のない者（当該営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政局契約管

理部契約課に所定の様式により、令和３年４月３０日（金）までに資格審査の申請を行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部教職員給与課 

担当 給与係 電話 ０４８（８２９）１６５５

⑵ 交付期間

公告の日から令和３年５月１０日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時から

午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。
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⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

令和３年５月１８日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先

ア 受領期限

令和３年５月３１日（月）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。

イ 送付先

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校

教育部教職員給与課

⑶ 入札の日時及び場所

ア 日時

令和３年６月２日（水）午前９時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

⑷ 入札保証金

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と
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する。

⑸ 開札の日時及び場所

ア 日時

令和３年６月２日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑶イに同じ

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課

電話 ０４８（８２９）１６４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０

⑼ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部教職員給与課

電話 ０４８（８２９）１６５５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

ウ 受付時間

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部教職員給与課及びホームページにおい
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て閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。

９ Summary 

⑴ Lease Contract for tender:

Personnel payroll system for school staff members of Saitama City 

⑵ Date and time of tender:

June 2, 2021, 9:00 a.m. 

⑶ Contact point for the notice:

Educational Personnel Payroll Division, Department of School Education, Saitama City 

Board of Education 

6-4-4 Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan 

Tel: 048-829-1655 

○特定調達契約の落札者等の公示 

さいたま市公告（調達）第４９号

次のとおり落札者等について公示します。 

令和３年４月１５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

「掲載事項」 

①案件番号 ②物品等又は特定役務の名称及び数量 ③契約に関する事務を担当する組織の名称及び

所在地 ④落札者又は随意契約の相手方を決定した日 ⑤落札者又は随意契約の相手方の氏名及び住

所（法人の場合はその名称及び所在地） ⑥落札金額又は随意契約に係る契約金額 ⑦契約の相手方

を決定した手続 ⑧公告又は公示をした日 ⑨随意契約によることとした理由 

①４９－１ ②さいたま市帳票印刷業務 一式 ③さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部 さ

いたま市浦和区常盤６－４－４ ④令和３年３月１１日 ⑤株式会社コタニ浦和営業所 所長 平沢

貴夫 さいたま市浦和区仲町２－１４－７－２０３ ⑥３９，０３７，２９０円 ⑦一般競争入札 

⑧令和３年１月２０日さいたま市公告（調達）第３号 

①４９－２ ②さいたま市国民健康保険システム保守業務 一式 ③さいたま市都市戦略本部デジタ

ル改革推進部 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④令和３年３月２５日 ⑤株式会社アイネス 首

都圏営業第二部 部長 露崎祐行 東京都中央区晴海３－１０－１ ⑥５２，２０６，０００円 ⑦

随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３

７２号）第１１条第１項第１号該当 

①４９－３ ②さいたま市住民記録系システム保守業務 一式 ③さいたま市都市戦略本部デジタル

改革推進部 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④令和３年３月２５日 ⑤富士通Ｊａｐａｎ株式会



36 

社関越支社 支社長 瀧本達也 さいたま市大宮区桜木町１－１１－２０ ⑥３６，６１９，０００

円 ⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１

項第１号該当 

①４９－４ ②さいたま市税システム保守業務 一式 ③さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進

部 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④令和３年３月２５日 ⑤富士通Ｊａｐａｎ株式会社関越支

社 支社長 瀧本達也 さいたま市大宮区桜木町１－１１－２０ ⑥１２５，９２８，０００円 ⑦

随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第１

号該当 

①４９－５ ②さいたま市統合基盤システム保守業務 一式 ③さいたま市都市戦略本部デジタル改

革推進部 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④令和３年３月２５日 ⑤富士通Ｊａｐａｎ株式会社

関越支社 支社長 瀧本達也 さいたま市大宮区桜木町１－１１－２０ ⑥３２，６８１，０００円 

⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第

１号該当 

①４９－６ ②さいたま市本庁舎外清掃業務 一式 ③さいたま市財政局財政部庁舎管理課 さいた

ま市浦和区常盤６－４－４ ④令和３年３月１６日 ⑤株式会社むさしビルクリーナー 代表取締役 

坪井 宣子 さいたま市浦和区常盤３－３－９ ⑥４０，４９１，０００円 ⑦随意契約 ⑧令和３

年１月２０日さいたま市公告（調達）第９号 ⑨地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１

６７条の２第１項第８号該当 

①４９－７ ②さいたま市健康マイレージシステム保守業務 一式 ③さいたま市保健福祉局保健部

健康増進課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④令和３年３月１５日 ⑤富士通Ｊａｐａｎ株式会

社関越支社 支社長 瀧本達也 さいたま市大宮区桜木町１－１１－２０ ⑥４３，１０９，０００

円 ⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１

項第１号該当 

①４９－８ ②さいたま市障害福祉システム令和３年度報酬改定等に伴うシステム改修業務 一式 

③さいたま市保健福祉局福祉部障害支援課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④令和３年２月２６

日 ⑤富士通株式会社関東支社 支社長 恒成和広 さいたま市大宮区桜木町１－１１－２０ 大宮

ＪＰビルディング ⑥３１，５５９，０００円 ⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務

の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第１号該当 

①４９－９ ②令和３年度さいたま市福祉及び子育て支援医療費支給データ処理業務 一式 ③さい

たま市保健福祉局福祉部年金医療課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④令和３年３月１０日 ⑤

株式会社ＫＳＫデータ 代表取締役 桑原拓 さいたま市大宮区吉敷町１－９２－３ 至誠堂ビル５

Ｆ ⑥３７，２９４，４００円 ⑦一般競争入札 ⑧令和３年１月２０日さいたま市公告（調達）第

１１号 
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①４９－１０ ②さいたま市福祉医療システム維持管理支援業務 一式 ③さいたま市保健福祉局福

祉部年金医療課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④令和３年３月２３日 ⑤株式会社日立製作所

北関東支店 支店長 上田充宏 さいたま市大宮区桜木町１－１０－１６ ⑥３３,７３１,９４０円

 ⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項

第１号該当

①４９－１１ ②さいたま市クリーンセンター大崎焼却施設運転管理業務 一式 ③さいたま市環境

局施設部クリーンセンター大崎 さいたま市緑区大字大崎３１７ ④令和３年３月１６日 ⑤川重環

境エンジニアリング株式会社 代表取締役 近藤哲也 東京都江東区木場２－１７－１２ ＳＡビル

５階 ⑥１９２，７２０，０００円 ⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続

の特例を定める政令第１１条第１項第１号該当 

①４９－１２ ②さいたま市食肉中央卸売市場で使用する電気 ３，２４０，０００キロワット時 

③さいたま市経済局農業政策部食肉中央卸売市場 さいたま市大宮区吉敷町２－２３ ④令和３年３

月４日 ⑤東京電力エナジーパートナー株式会社 代表取締役 秋本展秀 東京都千代田区内幸町１

－１－３ ⑥５７，５９４，３１２円 ⑦一般競争入札 ⑧令和３年１月２０日さいたま市公告（調

達）第２０号 

①４９－１３ ②藤右衛門中継ポンプ場外１６か所で使用する電気 ４，７２５，０００キロワット

時 ③さいたま市建設局下水道部下水道維持管理課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④令和３年

３月１０日 ⑤鈴与電力株式会社 代表取締役 杉山高広 静岡県静岡市葵区栄町１－３ ⑥９２，

８５７，７６８円 ⑦一般競争入札 ⑧令和３年１月２０日さいたま市公告（調達）第２１号 

①４９－１４ ②消防救急デジタル無線移動局装置保守業務 一式 ③さいたま市消防局警防部指令

課 さいたま市浦和区常盤６－１－２８ ④令和３年３月１５日 ⑤富士通Ｊａｐａｎ株式会社関越

支社 支社長 瀧本達也 さいたま市大宮区桜木町１－１１－２０ ⑥３２，７８０，０００円 ⑦

随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第１

号該当 

①４９－１５ ②消防救急デジタル無線基地局設備保守業務 一式 ③さいたま市消防局警防部指令

課 さいたま市浦和区常盤６－１－２８ ④令和３年３月１５日 ⑤東日本電信電話株式会社埼玉事

業部 取締役埼玉事業部長 石川達 さいたま市浦和区常盤５－８－１７ ⑥５５，９３５，０００

円 ⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１

項第１号該当 

①４９－１６ ②さいたま市教職員人事給与システム運用保守業務 一式 ③さいたま市教育委員会

事務局学校教育部教職員給与課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④令和３年３月２５日 ⑤株式

会社日立製作所北関東支店 支店長 上田充宏 さいたま市大宮区桜木町１－１０－１６ ⑥５５，
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１３６，４００円 ⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政

令第１１条第１項第１号該当 

①４９－１７ ②中学校デジタル教科書賃貸借 一式 ③さいたま市教育委員会事務局学校教育部教

育研究所 さいたま市浦和区岸町６－１３－１５ ④令和３年３月４日 ⑤ＮＥＣキャピタルソリュ

ーション株式会社関東支店 関東支店長 古見一夫 さいたま市大宮区桜木町１－１０－１７ ⑥１，

３７６，３２０円（月額） ⑦一般競争入札 ⑧令和３年１月２０日さいたま市公告（調達）第２５

号 

①４９－１８ ②舘岩少年自然の家建物管理業務 一式 ③さいたま市教育委員会事務局学校教育部

舘岩少年自然の家 福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１ ④令和３年３月１９日 ⑤株

式会社ニッコクトラスト 代表取締役 若生喜晴 東京都中央区日本橋堀留町２－４－３ ⑥３９，

５１２，０００円 ⑦一般競争入札 ⑧令和３年２月１日さいたま市公告（調達）第２９号

〇競争入札参加資格審査に関する告示 

さいたま市告示第６０５号 

さいたま市水道局告示第３６号

 令和３年さいたま市告示第１１８３号及び令和３年水道局告示第９１号で告示した事項の一部につ

いて、次のとおり変更する。 

令和３年４月１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市水道事業管理者 小 島 正 明 

１ 変更事項 

 （変更前） 

別表１ 

申請区分

添付書類 
建設工事

物品 

納入等

設計・調

査・測量

土木施設

維持管理
業務委託

以下のア～ウのいずれかの書類の写し 

ア さいたま市と締結している包括連

携協定書 

イ さいたま市ＣＳＲチャレンジ企業

認証書 

ウ さいたま市健康経営企業認定証 

〇    〇 
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 別表２ 

評価項目 条件 付与点数 
対象者及び 

対象業種 

その他 以下のいずれかに該当する者 

〇 さいたま市と包括連携協定を締

結している者 

〇 さいたま市ＣＳＲチャレンジ企

業として認証されている者 

〇 さいたま市健康経営企業として

認定されている者 

１０点 該当者・申請全

業種 

別表３ 

⑾ その他 

締結 

認証 

又は認定

さいたま市と包括連携協定、 

さいたま市ＣＳＲチャレンジ企業

又は 

さいたま市健康経営企業 

以下のいずれかに該当する者 

〇 さいたま市と包括連携協定を締結している者 

〇 さいたま市ＣＳＲチャレンジ企業として認証されている者

〇 さいたま市健康経営企業として認定されている者 

有 無 

点 数 ５点 ０点 

（変更後） 

別表１ 

申請区分

添付書類 
建設工事

物品 

納入等

設計・調

査・測量

土木施設

維持管理
業務委託

以下のア～ウのいずれかの書類の写し 

ア さいたま市と締結している包括連

携協定書 

イ さいたま市ＳＤＧｓ認証企業認証

書 

ウ さいたま市健康経営企業認定証 

〇    〇 

別表２ 

評価項目 条件 付与点数 
対象者及び 

対象業種 

その他 以下のいずれかに該当する者 

〇 さいたま市と包括連携協定を締

結している者 

〇 さいたま市ＳＤＧｓ企業として

認証されている者 

〇 さいたま市健康経営企業として

認定されている者 

１０点 該当者・申請全

業種 
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別表３ 

⑾ その他 

締結 

認証 

又は認定

さいたま市と包括連携協定、 

さいたま市ＳＤＧｓ企業 

又は 

さいたま市健康経営企業 

以下のいずれかに該当する者 

〇 さいたま市と包括連携協定を締結している者 

〇 さいたま市ＳＤＧｓ企業として認証されている者 

〇 さいたま市健康経営企業として認定されている者 

有 無 

点 数 ５点 ０点 

２ 変更適用時期 

  令和３年４月１日以降に実施する競争入札参加資格審査から適用する。 

○一般競争入札の告示 

さいたま市告示第６７３号 

さいたま市東京２０２０大会を活用した市の魅力発信業務について、次のとおり一般競争入札を行

うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規

定に基づき公告する。

令和３年４月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市東京２０２０大会を活用した市の魅力発信業務

⑵ 履行場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４外

⑶ 業務概要

入札説明書のとおり

⑷ 履行期間

契約締結の日から令和３年１０月２９日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以

下「名簿」という。）に業務「イベント・催事」の受注希望業務「企画・運営」及び「会場設営」、

業務「製作等」の受注希望業務「看板・案内板等」及び「その他の製作等」で登載されている者

であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者
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イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成３０年度以降に、国又は地方公共団体において、参加者５万人以上のイベントの開催業務

の契約実績を２件以上有し、かつ、これらを全て誠実に履行した者であること。

⑸ 本入札の告示日において、警備業認定、屋外広告業登録及びプライバシーマークの資格を有し

ている者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室シティセールス推進課 

担当 谷 電話 ０４８（８２９）１０３４ 

⑵ 交付期間

告示の日から令和３年４月２７日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参又は郵送

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先

ア 受領期限

令和３年４月２７日（火）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。

イ 送付先

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室シティセール

ス推進課
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５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

令和３年５月６日（木）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

令和３年５月１２日（水）午前１０時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下１階第１会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

令和３年５月１２日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書課

電話 ０４８（８２９）１０１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室シティセールス推進課
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電話 ０４８（８２９）１０３４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等は、さいたま市市長公室シティセールス推進課及びホームページにおいて閲覧でき

る。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第６７４号 

さいたま市フラワーウォール製作設置管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。

令和３年４月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人  

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市フラワーウォール製作設置管理業務

⑵ 履行場所

さいたま市内各区の指定する場所

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

契約締結の日から令和４年１月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以

下「名簿」という。）に業務「イベント・催事」及び「製作等」で登載され、本市内に本店又は本

市との契約権限を有する支店若しくは営業所を有している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
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７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成３０年４月１日以降、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、市民が参加するイ

ベントの運営業務の契約実績を２件以上有し、かつ、これら全てを誠実に履行している者である

こと。 

３ 入札説明書等の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

  さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室シティセールス推進課

  担当 中元 電話 ０４８（８２９）１０３４

⑵ 交付期間

告示の日から令和３年５月６日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

 ⑶ 交付費用 

   無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

令和３年５月１２日（水）午前９時から午後４時まで。なお、交付日時までに競争入札参加資
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格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞退したものとみなす。

 ⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 競争入札参加資格の喪失

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。

⑵ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。

７ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

令和３年５月１８日（火）午後２時００分

イ 場所

  さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下第１会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

令和３年５月１８日（火）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

７⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書課

電話 ０４８（８２９）１０１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室シティセールス推進課
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電話 ０４８（８２９）１０３４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

８ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

９ その他

 ⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。

 ⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とはできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市市長公室シティセールス推進課及びホームページにおいて閲覧でき

る。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第６７１号 

指揮車の購入について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和３年４月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 競争入札に付する事項 

⑴  件名及び数量 

指揮車 １台 

⑵ 納入場所 

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局 

⑶ 特質等 

入札説明書のとおり 

⑷ 納入期限 

 令和４年３月７日 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「輸送機器」内の営業種目「特殊車」で登載されている者である

こと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受
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けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和３年４月２７日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
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⑵ 交付日時 

令和３年５月１０日（月）及び令和３年５月１１日（火）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

    令和３年５月１９日（水）午後２時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年５月１９日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局警防部救急課 
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電話 ０４８（８３３）７９８１ ＦＡＸ ０４８（８３３）７２０１ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第６７２号 

防火服一式の購入について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年

政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和３年４月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名及び数量 

防火服一式 １００式 

⑵ 納入場所 

さいたま市西区西大宮３－４８ さいたま市西消防署外 

⑶ 特質等 

入札説明書のとおり 

⑷ 納入期限 

令和４年１月２８日 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「消防・安全・災害対策用品」内の営業種目「消防用品」で登載

され、かつ、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店若しくは営業所を有している者であ

ること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
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とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和３年４月２７日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和３年５月１０日（月）及び令和３年５月１１日（火）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞
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退したものとみなす。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年５月２４日（月）午後２時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年５月２４日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局総務部消防企画課

電話 ０４８（８３３）７９３８ ＦＡＸ ０４８（８３３）７６４１

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 
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契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第６４８号 

さいたま市軽自動車税申告書データ入力等補助業務（令和４年度当初課税分）について、次のとお

り一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）

第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和３年４月９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市軽自動車税申告書データ入力等補助業務（令和４年度当初課税分） 

⑵ 履行場所 

さいたま市大宮区吉敷町１－１２４－１ 大宮区役所５階 さいたま市北部市税事務所個人課

税課 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和３年６月１日から令和４年５月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以

下「名簿」という。）に業務「その他」の受注希望業務「人材派遣」で登載されている者であるこ

と。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
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綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）付与

認定を受けている者であること。

⑸ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第

８８号）第５条に規定する労働者派遣事業許可を受けている者であること。 

⑹ 本入札の告示日が属する年度の前年度及び前々年度において、派遣労働者２名以上を１０か月

以上の期間、主としてパソコン等を用いた事務に従事させる労働者派遣契約を、国（独立行政法

人を含む。）又は地方公共団体と２回以上締結し、かつ、これらを全て誠実に履行した実績を有す

る者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書、仕様書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局税務部市民税課 

担当 管理・企画係 電話 ０４８（８２９）１９１３ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和３年４月２６日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付方法 

ＣＤ－ＲＯＭ 

⑷ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
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３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和３年５月６日（木）午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価で行う。入札金額は、消費税及び地方消費税を含まない１人１時間当たりの金額を記載す

ること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額をもって落札価格とする。

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年５月１４日（金）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下１階第１会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（支払限度額）の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約

規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年５月１４日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局税務部税制課 

電話 ０４８（８２９）１１６０ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局税務部市民税課 

電話 ０４８（８２９）１９１３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（支払限度額）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則

第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 
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要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 

⑵ 入札後、入札参加者は、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局税務部市民税課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第６４４号 

さいたま市納税催告センター呼びかけ業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告

する。

令和３年４月８日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市納税催告センター呼びかけ業務

⑵ 履行場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局税務部収納対策課さいたま市納税催告セ

ンター

⑶ 業務概要

さいたま市納税催告センター呼びかけ業務契約仕様書（以下「仕様書」という。）に従い、納付

の呼びかけ業務等を行う。

⑷ 履行期間

令和３年６月１日から令和４年５月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以

下「名簿」という。）に登載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
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綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）付

与認定又は情報セキュリティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥ

Ｃ２７００１）の認定を受けている者であること。

⑸ 平成２８年度以降、債権の回収に係る電話催告若しくは納付呼びかけ業務について、国、人口

３０万人以上の地方公共団体又はそれらと同等規模の独立行政法人との契約実績があり、契約書

の写し又は業務完了検査済証の写しを提出できる者であること。

３ 仕様書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、仕様書を交付するものとする。

なお、交付期間中に交付場所において仕様書を閲覧に供するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局税務部収納対策課 

担当 田中 電話 ０４８（８２９）１１６７ 

⑵ 交付期間

本入札の告示日から令和３年４月２２日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１

３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

４ 質問の受付及び回答

本契約の業務等に質問のある場合は、次のとおり受け付けるものとする。

⑴ 受付方法

電子メール

⑵ 受付先

   さいたま市財政局税務部収納対策課 

   電子メールアドレス shuuno-taisaku@city.saitama.lg.jp

⑶ 受付期間

本入札の告示日から令和３年４月１９日（月）午前９時まで

⑷ 回答方法

令和３年４月２１日（水）までに電子メールにて随時回答するものとする。

５ 競争入札参加申込及び参加資格確認

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の配付

ア 配付場所

３⑴に同じ

イ 配付期間

３⑵に同じ

⑵ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出
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ア 提出書類

(ア) 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

(イ) ２⑷及び⑸の資格を有することを証する書面の写し 

イ 提出場所

３⑴に同じ

ウ 提出期間

３⑵に同じ

エ 提出方法

持参

６ 競争入札参加申込兼資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

令和３年４月２３日（金）午前９時から午後４時まで

⑶ 交付方法

郵送希望者については、５⑵の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。

７ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、令和３年４月２８日（水）午後４時までにさいたま

市財政局税務部収納対策課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。

８ 入札及び開札の立会いに関する者の事項

  入札及び開札に立ち会う者は、入札者又はその代理人とし、１名のみ入札場所に入場できる。代

理人が立ち会う場合は、入札に関する権限及び開札の立会いに関する権限の委任を受けなければな

らない。

９ 入札手続等

⑴ 入札参加資格者の確認

ア 入札時には入札参加資格がある旨の通知を持参すること。

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。

⑵ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

⑶ 提出書類

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。

⑷ 入札回数等
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ア 再度入札は、１回までとする。

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。

⑸ 入札の辞退

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。

⑹ 独占禁止法関係法令の遵守

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。

⑺ その他

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。

イ 一度入札した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回することはできない。

１０ 入札の日時及び場所

⑴ 日時

令和３年４月３０日（金）午前１０時００分

⑵ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下１階第１会議室

１１ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

１２ 開札の日時及び場所

⑴ 日時

令和３年４月３０日（金）入札終了後、直ちに行う。

⑵ 場所

１０⑵に同じ

１３ 最低制限価格

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。

１４ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

なお、落札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを

引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを引くことを辞退できない。

１５ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１６ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局税務部収納対策課

電話 ０４８（８２９）１１６７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６２

１７ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定
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に該当する場合は、免除とする。

１８ 支払条件

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に基づく請求書を受理した

日から３０日以内に当該代金を支払う。原則として毎月払いとするが、詳細については、委託者

と協議して決定する。

１９ その他

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。

⑶ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てる   

ことはできない。

⑷ 契約書の作成を要する。

⑸ 仕様書は、開札後、さいたま市財政局税務部収納対策課へ返却すること。

⑹ 契約条項等は、さいたま市財政局税務部収納対策課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

さいたま市告示第６５１号 

さいたま市市議会だより企画編集業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和３年４月９日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市市議会だより企画編集業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 

さいたま市議会が年度４回発行する広報紙「市議会だよりさいたま」の企画編集に係る業務 

⑷ 履行期間 

令和３年５月１７日から令和４年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以

下「名簿」という。）に業務「製作等」の受注希望業務「パンフレット等」又は「デザイン」で登

載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
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とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体の広報紙を企画編集する旨の契約を締結し、納入

した実績を有する、又は、告示日現在において納入中である者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書、仕様書等を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

さいたま市議会ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/gikai/005/keiyaku/index.html

⑵ 交付期間 

本入札の告示日から令和３年４月２３日（金）まで 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

本入札の告示日から令和３年４月２６日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１

３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 受付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部秘書総務課 

担当 広報係 電話 ０４８（８２９）１７４８ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

４⑶に同じ 

⑵ 交付日時 

令和３年４月２８日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 競争入札参加資格の有無の再確認 
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入札参加資格がない旨の確認通知を受けた者は、令和３年５月６日（木）午後４時までに、さい

たま市議会局総務部秘書総務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年５月１０日（月）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所議会棟２階第４委員会室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年５月１０日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 入札参加資格者の確認 

ア 入札参加資格がある旨の競争入札参加資格確認結果通知書を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑹ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑺ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑻ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。 

⑼ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑽ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回をすることはできない。 
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８ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加できな

い。 

９ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範囲

内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札と

すべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落札

者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１０ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１１ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部秘書総務課 

電話 ０４８（８２９）１７４７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８４ 

１２ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

１３ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市議会局総務部秘書総務課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第６７６号 

さいたま市立指扇北小学校仮設校舎賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下｢施行令｣という。）第１６７条の６の規定に基づき公告す

る。 

令和３年４月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人  

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立指扇北小学校仮設校舎賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市西区中釘１５０６－１ 

⑶ 業務概要 

仕様書等のとおり 
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⑷ 借入期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 ⑸ 入札参加形態 

単体企業とする 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（建設工事）（以

下「名簿」という。）に業種「建築工事業」の等級区分がＳで登載され、かつ、市内に本店、支店、

又は営業所を有している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間に、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平

成１３年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力

団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受けている

期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てを

行っていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）に基づき再生手続開始の申立てを行っていない者若しくは再生手続開始の決定がされた者

であること。 

⑸ 設計に対応する建築士法（昭和２５年法律第２０２号）に基づく建築士事務所登録を受けてい

る者で、当該設計及び工事監理に同法に基づく一級建築士を配置できる者であること。 

⑹ 工事に対応する建設業法（昭和２４年法律第１００号）の許可業種に係る技術者の資格を有す

る者を、同法第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、専任で配置する技術者

は参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

⑺ 本体構造において、自社の構造設計１級建築士の設計にて適合性の確認ができること。 

⑻ 過去１０年以内に学校施設において、同種同程度の賃貸借契約における校舎施工実績があるこ

と。 

３ 仕様書等の閲覧・貸出 

  仕様書等は、閲覧又は貸出の方法により供するものとし、貸出を希望する者は、仕様書等貸出申

請書により、さいたま市教育委員会事務局管理部学校施設課へ申請し、承認を受けなければならな

い。 

⑴ 閲覧又は貸出場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部学校施設課 

担当 安藤 電話 ０４８（８２９）１６３６ 

⑵ 閲覧又は貸出期間   
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本告示の日から令和３年４月３０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

４ 一般競争入札参加資格等確認書類の提出 

本入札に参加を希望する者は、次の⑴の書類を提出して、入札参加資格の確認を受けなければな

らない。 

⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加資格等確認申請書 

イ 一般競争入札参加資格等確認資料 

ウ ２⑴に規定する業種について、名簿に登載されていることを証する書類の写し 

エ ２⑸に規定する建築士法第２３条の３第２項の規定に基づく建築士事務所登録を受けている 

 ことを証する書類の写し 

オ ２⑸に規定する配置予定の技術者に係る一級建築士免許証の写し 

カ  ２⑹に規定する配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し又は監理技術者資格 

者証の表面と裏面の写し及び参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証する書類の

写し 

キ ２⑺に規定する配置予定の技術者に係る構造設計一級建築士免許証の写し 

ク ２⑻に規定する契約実績の分かる書類の写し 

⑵ 一般競争入札参加資格等確認申請書の配布 

ア 配布場所 

 ３⑴に同じ 

イ 配布期間 

３⑵に同じ 

⑶ 一般競争入札参加資格等確認申請書の提出 

ア 受付場所 

３⑴に同じ 

  イ 受付期間 

    ３⑵に同じ 

  ウ 提出方法 

    持参又は郵送とする。ただし郵送にて提出する場合は、書留郵便（簡易書留郵便を含む。）

とし、受付期間内必着とする。 

５ 一般競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

 一般競争入札参加確認申請を行った者に対し、次により一般競争入札参加資格確認結果通知書を

交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和３年５月１９日（水）午前９時から午後４時まで 

 ⑶ その他 

郵送希望者については、４⑶の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出
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た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 仕様書等に関する質問及び回答 

⑴ 仕様書等に関して質問がある場合は、３⑵の期間内に質疑応答書を次のとおり提出すること。 

ア 提出先 

３⑴に同じ 

イ 提出方法 

４⑶ウに同じ 

ウ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑵ 質問に対する回答 

ア 公表場所 

３⑴に同じ 

イ 公表日時 

５⑵に同じ 

７ 入札手続等 

 ⑴ 入札方法 

   総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

 ⑵ 入札参加申請の確認 

   一般競争入札参加資格確認結果通知書を持参すること。なお、入札時点において参加資格がな

い者は、入札に参加できない。 

⑶ 入札書の提出方法 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑷ 入札の日時及び場所 

  ア 日時 

令和３年６月９日（水）午前９時３０分 

  イ 場所 

    さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室 

⑸ 入札保証金 

 見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑹ 開札の日時及び場所 

  ア 日時 

    令和３年６月９日（水）入札終了後、直ちに行う。 

  イ 場所 

    ７⑷イに同じ 
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⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

 ⑻ 入札回数等 

  ア 再度入札は、１回までとする。 

  イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することはできない。 

 ⑼ 入札の辞退 

   入札の参加を認められた場合であっても、辞退することができる。 

 ⑽ その他 

  ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

  イ 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回することはできない。 

⑾ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部学校施設課 

電話 ０４８（８２９）１６３６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

８ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範囲

内で、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札となるべき同価格の入札をした者が２者以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを

引かせて落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

９ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定に

該当する場合は、免除とする。 

１０ その他 

 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部学校施設課及びホームページにおいて閲覧 

できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

〔水道局〕 

○特定調達契約の落札者等の公示

さいたま市水道局公告（調達）第６号 

次のとおり落札者等について公示します。

令和３年４月１５日

さいたま市水道事業管理者 小 島 正 明

「掲載事項」

①案件番号 ②物品等又は特定役務の名称及び数量 ③契約に関する事務を担当する組織の名称及び

所在地 ④落札者又は随意契約の相手方を決定した日 ⑤落札者又は随意契約の相手方の氏名及び住

所（法人の場合はその名称及び所在地） ⑥落札金額又は随意契約に係る契約金額 ⑦契約の相手方

を決定した手続 ⑧公告又は公示をした日 ⑨随意契約によることとした理由 
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①６－１ ②次亜塩素酸ナトリウム（単価契約） ４８０，０００ｋｇ ③さいたま市水道局業務部

管財課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ ④令和３年３月４日 ⑤大和化成株式会社埼玉営業

所 所長 田中正月 埼玉県幸手市上吉羽字堤外１８７０－１７ ⑥６１．４９円（単価） ⑦一般

競争入札 ⑧令和３年１月２０日さいたま市水道局公告（調達）１号 

①６－２ ②⑴ＰＴガスクロマトグラフ質量分析計（その１）の賃貸借及び保守 一式 ⑵ＰＴガス

クロマトグラフ質量分析計（その２）の賃貸借及び保守 一式 ⑶液体クロマトグラフ質量分析計の

賃貸借及び保守 一式 ③さいたま市水道局業務部管財課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ 

④令和３年３月４日 ⑤⑴及び⑵日立キャピタル株式会社本社 執行役 安栄香純 東京都港区西新

橋１－３－１ ⑶日通商事株式会社埼玉営業センター 所長 石橋泰浩 さいたま市中央区下落合１

０７９－１ ⑥⑴２９，５３５，０００円 ⑵２９，５３５，０００円 ⑶４０，３５９，０００円 

⑦一般競争入札 ⑧令和３年１月２０日さいたま市水道局公告（調達）第２号 

①６－３ ②水道局基幹系システム管理業務 一式 ③さいたま市水道局業務部管財課 さいたま市

浦和区常盤６－１４－１６ ④令和３年２月２６日 ⑤一般財団法人埼玉水道サービス公社 代表理

事 倉林克昌 さいたま市北区東大成町２－４４５－１ さいたま市水道総合センター２階 ⑥⑴保

守料 ア 水道料金システム管理作業 ３，８８５，０００円（月額） イ 企業会計システム管理

作業 １，７３１，１００円（月額） ウ 個別業務サブシステム管理作業 ８０，０００円（月額） 

エ ネットワーク維持管理運用業務 ７４０，２００円（月額） ⑵不定期作業 その他システムに

係る支援作業 ８４，０００円／回（単価） ⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の

調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第１１条第１項第１号該当 

①６－４ ②水道局基幹系システム機器管理業務 一式 ③さいたま市水道局業務部管財課 さいた

ま市浦和区常盤６－１４－１６ ④令和３年２月２４日 ⑤一般財団法人埼玉水道サービス公社 代

表理事 倉林克昌 さいたま市北区東大成町２－４４５－１ さいたま市水道総合センター２階 ⑥

３９，４０８，２０４円 ⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定

める政令第１１条第１項第１号該当 

①６－５ ②営業系業務に関する水道料金システム帳票作成等業務（単価契約） 一式 ③さいたま

市水道局業務部管財課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ ④令和３年２月２４日 ⑤一般財団

法人埼玉水道サービス公社 代表理事 倉林克昌 さいたま市北区東大成町２－４４５－１ さいた

ま市水道総合センター２階 ⑥⑴検針業務 ア 計量帳票に関する業務 ３６３，２５０円／月（単

価） イ 水道料金等減免に関する帳票作成等業務 ７１，７００円／月（単価） ウ 圧着はがき

「使用水量等のお知らせ」作成 ２．９０円／枚（単価） エ 圧着はがき「汚水排水量等のお知ら

せ」作成 １１．００円／枚（単価） オ 検針ハンディターミナル用「使用水量等のお知らせ」作

成 １１８．００円／本（単価） ⑵収納業務 ア 収納帳票に関する業務 ６５４，４５０円／月

（単価） イ 圧着はがき「水道料金・下水道使用料納入通知書」作成 ３．１９円／枚（単価） ウ 

非圧着紙「水道料金・下水道使用料納入通知書」作成 １．８０円／枚（単価） エ 圧着はがき「下

水道使用料納入通知書」作成 １８．００円／枚（単価） オ 圧着はがき「クレジットカード決済
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手続書」作成 ３．７０円／枚（単価） カ 圧着はがき「水道料金等お支払いについて」（口座・カ

ード登録完了）作成 ３．３０円／枚（単価） ⑶未納整理業務 ア 未納整理帳票に関する業務 １

４９，１００円／月（単価） イ 圧着はがき「水道料金等お支払いのお願い」（督促通知書・納付制）

作成 ２．９０円／枚（単価） ウ 圧着はがき「水道料金等再振替のお知らせ」（督促兼再振替通知

書）作成 ３．６５円／枚（単価） エ 圧着はがき「下水道使用料催告納入通知書」作成 ５０．

００円／枚（単価） オ タブレット未納整理システム「携帯プリンター用感熱紙」作成 ６９５．

００円／本（単価） ⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

政令第１１条第１項第１号該当 

①６－６ ②マッピングシステム更新入力業務（単価契約） 一式 ③さいたま市水道局業務部管財

課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ ④令和３年２月２４日 ⑤水道マッピングシステム株式

会社 代表取締役 保坂幸尚 東京都新宿区内藤町８７ ⑥⑴マッピングデータ入力作業 ア 配水

管等更新（配・導・送水管・弁栓類） (ア)建設工事（登録） １０５円／ｍ（単価） 建設工事（削

除） ５７円／ｍ（単価） (イ)管理工事（登録） １５５円／ｍ（単価） 管理工事（削除） １２

３円／ｍ（単価） (ウ)弁栓工事（登録） ９６２円／箇所（単価） 弁栓工事（削除） ５９３円／

箇所（単価） 弁栓工事（変更） ７７８円／箇所（単価） イ 給水管等更新 (ア)新設工事（登録） 

３，２６２円／件（単価） (イ)改造工事（登録・削除） ４，５８９円／件（単価） (ウ)撤去工事（削

除） １，６０１円／件（単価） (エ)取付替工事（登録・削除） ３，５９３円／件（単価） (オ)井水

シンボル（登録・削除・変更） ３８１円／個（単価） ウ 漏水情報更新 修繕工事（登録） ３

９４円／件（単価） エ 配水支管未布設路線選定支援システム更新作業 (ア)ポリゴン（登録） ７

１３円／件（単価） ポリゴン（削除） ３６１円／件（単価） (イ)漏水シンボル（削除） ３８１

円／個（単価） オ 地形図修正等 (ア)名称（登録） ５８７円／件（単価） 名称（削除） ３５

２円／件（単価） (イ)ライン（登録） １５円／ｍ（単価） ライン（削除） ８円／ｍ（単価） (ウ)

ボーリングシンボル（登録） ８６９円／個（単価） カ 配水管仮入力等 仮入力等 ３４，３２

７円／人日（単価） キ 地形・属性データ変換等作業 (ア)市内全域変換 ４４２，２６６円／回（単

価） (イ)一部区域変換 １９８，７９７円／回（単価） ク 設定変更等 設定変更等 ５２，６３

８円／人日（単価） ⑵ファイリングデータ入力作業 ア 配・給水管等原図（Ａ０まで）（登録） １，

７１５円／枚（単価） イ 配・給水管等原図（Ａ０まで・差替）（登録・削除） ２，０９８円／枚

（単価） ウ 配・給水管等（Ａ３まで）（登録） ４６２円／枚（単価） エ 配・給水管等（Ａ３

まで・差替）（登録・削除） ７４３円／枚（単価） オ 画像データ（ＣＤ等）（登録） ７４９円

／件（単価） カ 私道承諾書（登録） ５６３円／枚（単価） ⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物

品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第１号該当 

①６－７ ②営業系業務に関する水道料金システム電算処理等業務 一式 ③さいたま市水道局業務

部管財課 さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ ④令和３年３月８日 ⑤一般財団法人埼玉水道サ

ービス公社 代表理事 倉林克昌 さいたま市北区東大成町２－４４５－１ さいたま市水道総合セ

ンター２階 ⑥１４４，０８８，１６４円 ⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調

達手続の特例を定める政令第１１条第１項第１号該当 


